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知
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い
ま
す
か
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企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税（
地
方
創
生
応
援
税
制
）と
は
、
国
が
認
定
し

た
地
方
公
共
団
体
の
地
方
創
生
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
対
し
て
企
業
が
寄
附
を

行
っ
た
場
合
に
、
法
人
関
係
税
か
ら
税
額
控
除
さ
れ
る
仕
組
み
で
す
。

　

伊
豆
の
国
市
で
は
、
こ
の
制
度
を
活
用
し
、
本
市
の
取
組
を
応
援
し
て

く
だ
さ
る
企
業
を
募
集
し
て
い
ま
す
。

●
企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
と
は
？

　

国
が
認
定
し
た
地
方
公
共
団
体
の
地
方
創

生
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
応
援（
寄
附
）し
た
場

合
に
、
税
制
上
の
優
遇
措
置
が
受
け
ら
れ
る

仕
組
み
で
す
。

●
企
業
の
メ
リ
ッ
ト

①
税
の
軽
減
効
果
…
寄
附
額
に
対
し
、
最
大

約
９
割
の
軽
減
効
果
が
あ
り
ま
す
。

②
企
業
の
イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ
…
地
方
創
生
の

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
応
援
す
る
企
業
で
あ
る

こ
と
を
Ｐ
Ｒ
で
き
ま
す
。（
本
市
の
Ｈ
Ｐ

や
広
報
紙
に
、
応
援（
寄
附
）し
て
い
た

だ
い
た
記
事
を
掲
載
し
ま
す
。
）

●
応
援（
寄
附
）の
流
れ

①
寄
附
の
申
し
出
…
随
時
受
付
を
し
て
い
ま

す
。
政
策
戦
略
課
へ
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

②
寄
附
の
提
供
…
事
前
に
相
談
し
た
寄
附

額
・
納
付
方
法
に
て
、
納
付
を
お
願
い
し

ま
す
。
寄
附
を
確
認
後
、
受
領
証
を
発
行

し
ま
す
。

③
税
制
措
置
の
申
請
…
税
の
申
告
時
に
地
方

創
生
応
援
税
制
の
適
用
が
あ
る
寄
附
を
実

施
し
た
旨
を
申
告
す
る
と
と
も
に
、
受
領

証
を
用
意
の
う
え
、
手
続
き
を
お
願
い
し

ま
す
。

●
応
援（
寄
附
）の
注
意
事
項

①
本
社
が
伊
豆
の
国
市
内
に
所
在
す
る
企
業

は
、
対
象
と
な
り
ま
せ
ん
。
※
本
社
と

は
、
地
方
税
法
に
お
け
る「
主
た
る
事
務

所
ま
た
は
事
業
所
」を
指
し
ま
す
。

②
１
回
10
万
円
以
上
の
寄
附
が
対
象
と
な
り

ま
す
。

③
寄
附
を
行
う
こ
と
の
代
償
と
し
て
経
済
的

な
利
益
を
受
け
取
る
こ
と
は
禁
止
さ
れ
て

い
ま
す
。

④
本
制
度
の
対
象
期
間
は
、
令
和
３
年
度
か

ら
令
和
６
年
度
ま
で
で
す
。

⑤
寄
附
者
が
、
暴
力
団
員
ま
た
は
暴
力
団
も

し
く
は
暴
力
団
員
と
密
接
な
関
係
を
有
す

る
者
で
あ
る
場
合
、
寄
附
の
申
込
み
を
お

断
り
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

株式会社アーティスティックス
本 社／静岡県沼津市　
職 種／HP・IT開発
代 表者／代表取締役社長　長岡善章
寄 附日／令和3年9月21日
対 象事業／シティプロモーション

（大河ドラマ）事業

山本建設株式会社
本社／静岡県三島市
職種／総合建設業
代表者／代表取締役　山本良一
寄附日／令和3年9月22日
対 象事業／シティプロモーション

（大河ドラマ）事業

イハラサイエンス株式会社
本社／東京都港区
職種／高圧継手、バルブ類の製造販売
代表者／代表取締役社長　長岡敏
寄附日／令和4年1月27日
対象事業／かわまちづくり推進事業

令和3年度は3社から寄附をいただきました

※企業版ふるさと納税の詳細は、市HPをご覧ください。
U RL／https://www.city.izunokuni.shizuoka.jp/kikaku/
citypromotion/furusato/kigyo-furusatonouzei.html

▲企業版ふるさと納税市HP

　令和3年度中にご寄附いただいた20,200,000円は、寄附者の意向に
沿った対象事業の貴重な財源として有効に使わせていただきます。
ありがとうございました。

※ 概算の目安として参考にしてください。具体的な試算は、
税理士などにお問合せください。

約3割の軽減効果
損金算入

最大4割の税額控除
法人住民税+法人税

最大2割の税額控除
法人事業税

約1割
企業負担

税制上の優遇措置

通常の寄附の軽減効果

企業版ふるさと納税を活用した寄附の軽減効果

寄附額


